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21 世紀を迎え、国際交流を巡る状況は大きく変化しつつあります。国際社会においては、

平和的発展の鍵として異なる文化の共存に対する認識が高まると同時に、環境問題等人類

共通の課題の解決に対して、各国が一体となって英知を集めることが一層求められるよう

になってきています。特に近年においては、グローバリゼーションの拡大に伴って、文化

が国際関係においてますます大きな役割を占める状況が生じています。その主要な背景と

しては、個人や非営利組織が、国や企業と並ぶ国際関係の担い手としてその役割をますま

す増大させていることや、国の文化的な「魅力」（ソフトパワー）が他国の人々を魅了する

影響力の再認識が挙げられるでしょう。更に、グローバリゼーションがもたらす文化、社

会の画一化作用への懸念から、文化的多様性維持の重要性に対する認識が世界的に高まっ

ていることも、変化の基底を成す大きな潮流と言えるのではないでしょうか。 
我が国における国際交流関連団体も、政府・民間を問わず、こうした国際関係の変化に

的確に対応し、より効果的な国際交流活動につき検討し、展開していく必要があることは

言うまでもありません。こうした認識に基づき、国際交流基金では、主要先進諸国の国際

交流機関が、1990 年代以降の国際関係の変化にどのように対応し、今後どのような取り組

みを行おうとしているのかについて実態を把握するため、2001 年に調査を実施し、その成

果を今回報告書として刊行することと致しました。 
本調査では、米国、カナダ、英国、フランス、ドイツ、イタリア、EU の各国及び地域

連合を調査対象とするとともに、国際交流分野における主要国際機関として UNESCO も

対象として加えました。主に政府部門での動向に焦点を絞るため、各国の政府機関と、国

際交流を専業として担当する公的専門機関を調査対象としています。なお、各国毎の全体

動向を把握する都合上、一部の対象国については、主要な民間団体も調査対象としました。

また、本調査の実施にあたっては、国際交流を専門とする研究者チームに委嘱し、現地調

査（2001 年２月～４月実施）と、調査チームでの検討を経て報告書をとりまとめました。 
なお、本調査は米国同時多発テロ事件以前に実施されたものですが、同事件を契機に、

米国や英国においては国際交流政策の重要性が見直される等、主要先進諸国における国際

交流は変貌を遂げつつあります。本報告書が国際交流に携わる多くの方々の参考となれば

幸いに存じます。 
最後に、本調査にご尽力、ご協力いただいた関係者の方々に厚く御礼を申し上げます。 
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